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１　事業概要 ５　事業説明
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　精神に障害のある方に対し病院又は診療所へ入院する
ことなく行われる精神障害の医療費について、障害者総
合支援法第58条の規定に基づき自立支援医療費を支給し
、精神障害の適正な医療の普及を図る。

　ア　自立支援医療費公費負担　 　　 △350,274千円
　　　当初見込みを下回ったことによる減等
　イ　自立支援医療審査事務　　　　　　　　△3千円
　　　経費の削減による減
　ウ　自立支援医療受給者証等交付事業　△1,127千円
　　　経費の削減による減

（１）事業内容
　　ア　自立支援医療費公費負担
　　　　精神通院に要した医療費のうち、自己負担分の一部を負担　　　　  △350,274千円
　　イ　自立支援医療審査事務
　　　　生活保護受給者の自立支援医療に係る医療費の適正化を図るため、
　　　　診療報酬明細書の審査を委託している専門業者への委託料等　　　　　　　△3千円
　　ウ　自立支援医療受給者証等交付事業
　　　　自立支援医療受給者に交付する受給者証や上限額管理票等の作成　　　△1,127千円

（２）事業計画
　　　自立支援医療費（精神通院）を社会保険診療報酬支払基金及び埼玉県国民健康保険団体連
　　合会を通じ、毎月、指定自立医療機関に対して支給

　　（精神通院医療受給者数の推移）
　　　令和3年度 ：102,379人
　　　令和4年度 ：106,110人
　　　令和5年度 ：111,125人

（３）事業効果
　　　精神通院に係る適正な医療を普及し、精神障害者の社会復帰等を促進する。

（４）補正予算の概要
　　・自立支援医療費公費負担にかかる扶助費の減
　　・障害者医療費国庫負担金の返還金にかかる償還金利子及び割引料の増
　　・経費節減による減

２　事業主体及び負担区分
【厚生労働省】
精神保健医療費負担金
ア　　　（国1/2・県1/2）
イ・ウ　（県10/10）

３　地方財政措置の状況
　普通交付税（単位費用）
（区分）衛生費（細目）精神保健費
（細節）精神保健費
（積算内容）通院患者医療費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×1.6人＝15,200千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 △351,404 △175,166

現計額 16,347,352 8,103,769 8,243,583

― 福祉部 102 ―

誰もが活躍し共に生きる社会の実現

△176,238 15,995,948

障害者の自立・生活支援



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 350,274千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △175,166 ― 【厚生労働省】
公衆衛生費負担金 精神保健医療費負担金

負担率　1/2

一般財源 △175,108 ―

合計 △350,274 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

扶助費 △350,331 ― 自立支援医療費公費負担額が当初の見込みを下回ったことに
よる減

償還金、利子及び割引料 57 ― 障害者医療費国庫負担金における超過交付に伴う返還金

合計 △350,274 ―

事業内訳書

精神保健医療費

自立支援医療費公費負担

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 △ 3千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △3 ―

合計 △3 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

役務費 △3 ― 経費節減等による郵便代等の減

合計 △3 ―

単位事業名 予算額 △ 1,127千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △1,127 ―

合計 △1,127 ―

　

自立支援医療審査事務

主な内容

主な内容

自立支援医療受給者証等交付事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 △ 1,127千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

需用費 △1,127 ― 経費節減等による印刷代の減

合計 △1,127 ―

自立支援医療受給者証等交付事業

主な内容


